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論 文 内 容 の 要 旨
本論文は,中 国 における高齢者 の社会参加 と高齢者教育 の政策の展開 と制度,そ して吉林市 を
対象にその政策の浸透 と課題 を実態調査をとお して政策的課題 を明 らかにする ことに目的がおか
れ る。
本論文の構成及び概要は以下の とお りである。
第1章 では,中 国における高齢化の特殊性を,① 高齢者人工 の規模が大きく,そ の高齢化のス
ピー ドも著 しく高い こと(2025年に2億 人。2045年には4億人となる),②その高齢化が 「一人っ
子政策」 という人工抑制政策の結果 として生 じている こと,③ 高齢化率の地域的不均衡が極めて
大きい こと,④ 高齢者の識字率が著 しく低いなかで(!990年で男子49.7%,女子89.3%が非職字
者である)高 齢者教育や社会参加が課題 となること,な どとして とらえる とともに,「社会参加」
の概念の検討及び中国における高齢者教育研究の検討をしている。
こうした先行研究の検討 を踏 まえ,第2章 「高齢者の社会参加活動政策 一 その制度 と実態」
では,申 国の高齢者の社会参加 をめぐる政策の展開とその内容を政府の諸文書の検討 をとお して
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明 らかにする。その上で先進的事例 として社会参加 のモデル となっている上海市及び延安市の社
会参加活動の組織化の過程 を既存 の報告をもとに再構成す る。
第3章 「高齢者教育政策 一 そ の展開 と仕組み」は,こ うした社会参加の政策の うちか ら高齢
者教育に焦点 を絞 り,中 国におけるその政策の展開と高齢者教育の機構 についてまとめ,そ の特
徴 をつかむ ことを課題 としている。
第4章 か らは じまる吉林市を事例 とする実証的研究である。 まず,第4章 は 「吉林市の高齢者
教育 ・社会参加に関する政策および組織機構」である。従来の研究は大都市の先進的モデルの経
験紹介 に偏 ってきた感が少なくない。今後の中国の高齢化社会への移行,そ して これ に対する政
策 ・施策 をすすめるうえで中小都市や農村部へ こうした経験をいか に浸透させるのかが重要な課
題 となろう。 こうした問題関心か ら事例 として とりあげる吉林市への政策 の浸透 と施策の具体的
姿 の把握 を試みている。 あわせてその吉林市への概要を紹介す ることも意図 している。
第5章 「老年大学受験者の意識調査 にみる吉林市高齢者学校教育の実態」,第6章「吉林市高齢者
日常生活 ・社会参加意識調査」,第7章「"社区"高齢者学習活動セ ンターにおける高齢者の 日常生活
および学習活動の意識調査」は,いずれ も吉林市における高齢者の社会参加 と学習活動への参加 の
実態についての報告である。こうした調査対象者の選択は高齢者 の階層性 に着 目した選択である。
つ まり,第5章 が とりあげるのは,中 国の高齢者階層において比較的恵 まれた退職幹部層および
上層の高齢者である。 これに対 して第6章 では前行政職員や企業退職労働者を,そ して第7章 で
は一般高齢者の生活実態 と社会参加をめ ぐる実態 と意識を明 らかにしようとしている。とくに,第
7章は「社区」では高齢者学習センターについての意識調査 を試みているが,中 国高齢者の社会参
加 と学習活動を支えるものとして地域 における当該セ ンターの役割は極めて大きいものがある。
終章では,これまで諸側面から考察をしてきた中国高齢者の社会参加 と高齢者教育につ いての論
究か ら,次の6つの政策的課題を提示 している。①国家の政策的課題認識 と高齢者の参加の実態や意
識 には大きな乖離があり,これをいかに克服するのか ということ,②高齢者教育機関を拡大するこ
と,③中央の政策をいかに地方政府で実現するのかというこど ④老年大学 ・老年学校 の地域的不均
衡 をいかに是正するのかということ,⑤高齢者教育機関の多元的構造をいか につくりあげ るのか と
いうこと,⑥社会参加や学習活動への階層や性による格差 をいかに解消するのか ということ,である。




地位や役割が大 きく揺 らぐことが懸念され る。他方では,経 済的発展 をうけて生活 の経済的側面
だけではな く,さ らにすすんで生きがいや 自己表現 というよ うな積極的な生きる価値を求める要
求が強 くなることが予想 され る。そ うした状況のなかで,中 国高齢者の社会参加 と高齢者教育 を
政策,制度か ら地域の実態 レベル まで掘 り下げ,かつ,この領域での課題を体系的に論 じてお り,学
術的に貴重な成果をあげている。
中国高齢者の社会参加や学習をめぐる問題は,1980年代以降に政策課題かされた比較的新 しい
社会的課題 の段階にあり,一 部の地域 を対象にして先進国モデル をつ くるとい う段階に とどまっ
ている。 さらに,こ の施設が教育政策 としてだけではな く,福祉政策 社会政策な ど,さ まざま
な政策領域を横 断するような性格 をもっ ことか ら,研 究課題 というよ り実践的課題 として取 り組
まれている段階にある。 したがって,そ の重要性 にもかかわ らず,こ れまで体系的な政策の理解
や実証的調査にもとつ く分析は十分ではなかった。そのことは本論文が対象 とした課題究明の難
しさを示唆するものだが,逆 に言 えば,こ れに取 り組みある程度成功 した本研究の先駆的意義 を
示す ものである。
本研究を貫 く視点 として,第1に,中 国高齢者の社会階層性に着 目して社会参加や学習活動の
実態や意識 にどのような相違がみ られるのか ということ,第2に,中 国政府の高齢者政策が地域
にどのように浸透 しているのか,そのなかで どのような地域的不均衡が生 じているのか,第3に,
「社会貢献」や 「社会発展」への寄与 として政策が高齢者の社会参加を位置づけているのに対 して,
それが高齢者の意識や実態 とどのように乖離 しているのか,と いうことに焦点 をあて解 明しよう
と試みている。
こうした視点 は,高 齢者の学習機会や参加機会の均等をいか に図るのか という政策的視点か ら
重要,不 可欠なものであるが,と りわけ高齢者の社会参加や学習活動の実証的把握 において著者
の意図はある程度成功 している。 こうした検討の結果,高 齢者 といって も退職前の高齢者 の社会
的地位や職業な ど,そ して性別 によって社会参加や学習への参加に大きな違いがあること,大 都
市と中小都市 とでは高齢者の社会参加 の実態に格差があること,さ らに政策の社会貢献 としての
社会参加 という課題意識 と高齢者 自身は 自らの楽 しみや身近な生活課題 をめぐる参加や学習 を求
めているな ど意識 との乖離が見 られ るなど,実 証的データー に即 して政策的課題 を析 出している
点は貴重な貢献 といいうる。また,第7章 で 「社区」 の高齢者教育セ ンター までお りて分析 を深
めている ことも,現 在及び今後の高齢者施策 を展開するうえでの 「社区」の重要性か らして大き
な意味をもつ。
こうした本論文の意義を確認 しつつ も,い くつか の点で残 された課題があることも指摘 しなけ
ればな らない。第1に,高齢者の社会参加や学習活動の基盤 ともいうべき社会保障の制度 とその近
年における変化を構成 のなかに位置づける必要があった。この点は,とくに高齢者の社会階層性に
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焦点 をあてつつ究明しようという本研究の課題か らしてもとりわけ重要性 をもつ。第2に,政 策
把握の方法をめ ぐる課題である。高齢者の社会参加や高齢者教育政策はいずれ も1980年代に国家
的課題 となるが,なぜ 中国で高齢者の社会参加が政策的に提起 されたのであろうか。本論文では,
老幹部の自発的な動きのなかで老年大学がでてきたという理解 を示 しているが,さ らに踏み込ん
で高齢者政策 をめ ぐる国際的動向の影響や,社 会経済改革がすすめ られているなかでの政治的課
題 との関連,そ して今後の中国高齢者問題の縮 図といわれる上海市を中心 に展開されて きた高齢
者 をめ ぐる施策の展開が中央の政策形成にどのように結びついてきたのか ということなど,中 国
の政策形成過程の特質を踏 まえた理解が求められている。第3に,調 査上の問題である。高齢者
の参加をめ ぐる社会階層性や地域的不均衡 に着 目して実態調査 にもとづき究明 しよ うとするとこ
ろに本論文の特徴 と意義がある。個人が行 う実態調査が依然 として難 しいなかで,3つ の調査 を
もとに分析 を深めた意義は少なくない。 しか し,今 回いずれ も質問紙法をとったため,結 果 とし
て高齢者の地域的社会階層か ら見て上層 に偏ったサ ンプル となって しまったのではないか。識字
率が男子50%,女子10%ということか らすれば,こ うした状況 を踏 まえた調査法が とられる必要
があった。また,吉 林市でも都市部 と比較 しつつ農村部の高齢者の社会参加 と学習 をめぐる実態
をとらえる ことができれば,高 齢者の学習 と社会参加をめ ぐる構造的問題をより鋭 くとらえるこ
とに成功 したであろう。
21世紀,中 国は高齢者問題 という新 しい挑戦 をつきつけ られている。 このような諸課題 を残 し
つつも,本 論文は高齢者教育 と社会参加 という領域 にお ける政策 と課題を実証的,か つ体系的 に
明 らかにした先駆的研究 として評価するζとができる。
よって本論文 を博士(教 育学)の 学位論文 として合格 と認める。
教98
